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　コロナ禍中に「 ブランディングの専門会
社─株式会社ハル」が顧問先から学んだ つのポ
イント（提言）を下記に取りまとめてあります。
前月（ 月号）に続き今回は、その つの中の
～ の提言についてさらに説明しましょう。

提言1　未知へ出る～事業再編のチャンス

　さて つ目のポイントとして「コロナは事業
再編のチャンスです」と、すでに説明しました。
その理由の つに、今回のコロナが従来の感染
症と大きく違っている点にあります。たとえば
従来はウイルスに感染して発症した患者さんが
感染を伝播したのですが、今回は無症状の感染
者でも感染させるのです。またウイルスに変異
が極めて多く、ワクチンを打っても必ずしも安
心できないことも従来と大きく異なっています。
　そうした違いに、世の中は徐々に対応せざる
を得ないのです。結果として種々の変化が起こ
り、これからは社会習慣までもが影響を受けて
変わって行きます。
　その予兆が、ビジネスの社会にも現れつつあ
るのです。

変化に対応する

　コロナ・パンデミックで航空業界や旅行業、
飲食業が苦境だと言います。しかし一方には、
コロナ禍の中で従来以上に業績を伸ばしている
企業もたくさんあります。現に法人税収入は増
えており、伸びているのは半導体関連、食品スー
パー、ホームセンター、宅配業、映像配信業、
飲食宅配業、ゲーム業界やオンライン決済業者
などなどです。

「コロナ以後」に視線を向けて②
CI・ブランディング会社からの提言

基本を守り、タブーを超える。

　1982年 CI 専門企業のインターフェース（現ハルグループ）を創業、延べ数百社の顧問先企業のブランディングを
指導してきた。CI・ブランディングのハルグループ代表。愛媛県生まれ。著書に『新入社員のためのブランド学』など。
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　彼らは、単にラッキーだっただけでしょうか。
そうではなく、現在進行中の重要な変化に対応
している一面があるのを見逃してはいけません。
　コロナ禍で苦境に立っている飲食業は、必要
以上に悪者にされている感があります。禁酒法
時代のような扱いをされる点には同情せざるを
得ません。しかし、飲食店はこれから新たな競
争（共創）が始まることを予測すべきでしょう。

苦境は飲食業だけではない

　パンデミックの現下はコロナ前とずいぶん社
会が変わりました。そしてコロナ後もまた日本
人の生活は変わって行きます。
　特に、都会のオフィスへの通勤はなくならな
いとしても、コロナの前よりは人は減ることに
なるでしょう。また、長時間労働した後の同僚
との一杯などというシーンも以前より少なくな
るはずです。
　そうすると、コロナ後に外での飲食が従来と
同じ程度に行われるでしょうか。むろん個人差
があり、人によっては以前よりも外飲みを増や
す人もいるはずですが、社会全体としてはおそ
らく減ることになります。

　外での飲食が減った分は、たとえばウーバー
イーツなど別の何かに代わるのです。デリバ
リーかテイクアウトか家庭料理か、さらに新し

く生まれる食のライフスタイルへの対応など具
体的には種々あり得ますが、いずれにしても社
会の大きな変化のベクトルを見ると、従来の営
業スタイルでは顧客が減って採算が合わない飲
食店が出てくることは当然予想できるでしょう。
　飲食業は一例に過ぎません。日本中のどの業
界もポスト・コロナへの布石が必要です。コロ
ナは分岐点なのです。今後の社会への対策をと
るチャンスです。
　いま、対策をとらなかった企業が苦境に陥っ
ているのです。まだ手を打っていないのであれ
ば、コロナ禍のビジネスの混乱を反省して詳細
な記録を残し、徹底的に分析して総括し、今後
の事業体制を再構築しなくてはなりません。

課題は好調企業にも存在する

　当社の取引先の銀行支店長によれば、コロナ
禍で企業は 割が青息吐息、 割はイケイケの
絶好調、そして中間の業績がホドホドという企
業があまりないと言います。しかもコロナ・バ
ブルで絶好調の 割の企業であっても、現状の
ままでいいわけではありません。未来への事業
（商品）テーマを創り出す必要があります。利
益を上げている部門をさらに伸ばし、また新し
いマーケット開発の軸を設定し、次代のビジネ
スモデルを創るにはどうすればいいのか、と考
えねばなりません。
　一方、飲食、ホテル、観光をはじめ厳しい 割
の企業は、どの業務分野に布石していくのか。
それが や事業再編などが大きなテーマと
して浮上する理由です。未来へと布石する機運
が、いままさにあります。
　体力が弱った会社が増える一方、業績が好調
で買う（投資する）チャンスという会社も増え
ています。当社にも「事業再編をやりたいが…」
という顧問先からの相談が多くなっています。
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常に10年前から手を打っておく

　ただし、その場合に特筆できるのが、そうし
た未来への布石をコロナと関係なく中長期計画
で何年も前から考えている（マーケティングし
ている）企業のほうが成功しているという事実
です。
　たとえば、長らく当社の顧問先である総合商
社は、デジタル化対応策が成果を生んで業績好
調ですが、 ～ 年前からネット上でのデジタ
ル営業を推進して毎年数十億円規模の投資をし
てきました。それが、コロナで取引先に直接訪
問できないような状況になって強みを発揮して
いるのです。
　同様に、世の中にはテレワークやリモート
ワークをコロナと関係なく推進していた会社が
たくさんあります。そうした会社は、コロナで
追い風を受ける形になっているはずです。
　事業再編や も同様です。これまでは

というと、受け入れた事業の社員教育な
ども大変でした。しかし現在は、 された
いと手を上げる会社が従来よりも多くなってい
ます。そのため、受け入れが従来よりもスムー
スになり、 は円滑に行きやすくなってい
ます。
　つまり、いま強いのは 年サイクルで「ど
うするか」と考え、手を打ってきた企業です。
逆に、何の手も打たなかった企業がコロナとい
う大転換期で苦労している形になっています。

本業でない分野で戦うには

　最近では も自社とは違う業種・業態の
企業を対象とするケースが増えたり、また企業
単位から事業単位の も増えて、より複雑
な事業再編の形になってきました。未知の分野
へと打って出るケースが増えているため、もと

もとの本業と新ジャンルの製品やサービスをど
う絡めて相乗効果を発揮させていくかがブラン
ディングのテーマになるわけです。
　ただしすでに述べたように、進出した本業に
隣接する業界やまったく別の業界では会社や製
品の知名度がネックになります。知名度と言っ
ても、社名を認知させるために単に社名を変え
たりマーク・デザインを変えたりすればいいわ
けではありません。
　むしろ知って欲しいのは、本業として何を
やっている会社であって、どういう技術的バッ
クボーンを持っており、 の結果として新
しくどんな優れた製品、サービスを提供しよう
としているのか、などという合理性、納得性の
ある企業（理念）情報でしょう。
　そこで、そうした点を顧客に訴求するために、
ブランディングによって本業と新たな方向とを
連携させてアピールしていく必要があるわけで
す。その点がブランディングの現場でのポイン
トの１つになっています。

提言2　 本業を活かす 

～再び、レッドオーシャン市場に

　 つ目のポイントは、本業をもっと活かすこ
とです。説明したように、本業以外の新分野に
チャレンジする企業が多くなっています。しか
し、新分野といえども競争が少ないブルーオー
シャン市場で成功に導く事業テーマは、現実に
はそんなに多くありません。
　本業を極め尽くさずに投資目的で新分野に出
た結果、その厳しさを認識して再び本業にチャ
レンジする会社も多くなっています。

地に足を付けて

　新分野進出に成功したとしても、まったく本
業を捨て去ってしまった場合には会社のアイデ
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ンテティが失われ、働く社員が「こんな会社に
入った覚えはない」と違和感を覚えたりするマ
イナス面が生じることもあります。そうならな
いためには、本業以外を手がけるとしても「自
社は○○の会社だ」と、ベースの地点に足を置
くことです。社員が「何の会社なのか？」と迷
うこともなくなります。
　当社の顧問先の多くも、何十年もお付き合い
している間にずいぶんと業容を拡大して手がけ
る分野が広がっている企業があります。ある顧
問先は、事業理念に基づいたビジネスモデルを
広げた結果、現在ではかつての本業が事業全体
の 分の ほどになっています。
　しかし、単に流行りの成長分野だから進出す
るのではなく、「この分野で勝負する」とした
会社でも、「本業は何屋さんなのか？」にこだ
わりを持っている会社が成功していることがわ
かるのです。この会社の場合は本業のノウハウ
を活かすことにこだわった、と言えます。

「これから」を創業時から考える

　ただし、とは言うものの、新分野を手がけて
いなかったとしたら現在の発展はなかったのも
事実でしょう。現実に、かつてはこの会社にとっ
てライバルだった企業は現在では元気を失って

しまいました。
　では本業以外に何をどう手がけるのか。それ
を考えるのがトップです。従来の本業分野は、
競争の激しいレッドオーシャンかもしれませ
ん。しかし、熟知してきた本業であるだけに、
その事業を分解したり、周辺事業とで再構成す
ることによってレッドオーシャンをブルーオー
シャンに変えられる可能性もあります。
　その際、自社は創業当初どんな事業を営んだ
のかを見つめ直すのも つの視点となります。
その点では、会社の「これから」を考えるのは
創業当初をよく知る創業者の役割なのかも知れ
ません。

腹を括って再チャレンジする

　こうしてコロナ禍は、レッドオーシャン市場
に再び参加するチャンスにもなっているので
す。そこから、自社は今後どうすべきなのかを
考え直します。「そこしかない」という気構え
で腹を括って本業に再び取り組み、チャンスを
切り拓くのが最近のブランディングのテーマに
なっている、ということです。
　いずれにせよ、どんな業界においても品質や
サービスが競合他社より圧倒的に優っている会
社は希です。圧倒的優位企業もありますが、そ
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ういうケースは多くありません。すると、競合
他社との競争に際し「どこで誰（ターゲット）
にアピールすべきか」という訴求力がブラン
ディングでは最も重要です。

提言3　 日本流を誇りに 

～世界は、よりボーダレス社会へ

　ある技術系ベンチャーはビルの建築工事など
のメンテナンスを容易にするナノテク活用技術
を持っており、現在では海外数十ヶ国に進出し
ています。海外進出を進めたのは、新たに開発
された技術が大企業や知名度のある企業による
ものでなければ日本では疑問視される傾向が
あって、国内営業が難航したからだと言います。
　しかし海外営業に力を入れて「メイドイン
ジャパンテクノロジー」と説明すると、海外企
業は目新しい技術を他社に先駆けて採用するこ
とにむしろ魅力を感じてくれたのです。特に

諸国では、日本のものづくりや日本製
品へのリスペクトがあり、この会社の技術が各
国に浸透しました。

割安な人件費を求めるのではなく

　さらに、新たな建築工事技術を導入した現地
企業が成長して従業員を増やし、進出国の雇用
を増やす効果もありました。この会社は現地企

業従業員への技術研修まで受託して、現在では
（国際協力機構）の協力企業にもなってい

ます。このケースは、よりボーダレス化へと進
んでいる世界の中で新しい日本技術の価値を創
造した一例と言えます。
　すでに述べたように、海外進出する日本企業
は珍しくなくなっています。しかし、かつての
日本企業の海外進出は、製造業が人件費などの
コスト効率をねらった工場を進出させるような
形が中心でした。現地が経済発展すると、より
割安な人件費などの資本効率を求めて、別の国
に製造拠点を移したりしていたものです。
　現地での従業員のマネジメントの難しさなど
も表面化し、日本企業の海外進出は必ずしもう
まくいっていなかったことは、製造拠点を再び
日本国内に戻す動きがあることからも明らかで
す。コロナ・パンデミックで、サプライ・チェー
ンが機能しなくなるケースがさらに増えてい
ます。
　そもそも、世界のどこで事業活動を行うのが
いいのか。世界がボーダレスだからこそ、どこ
に拠点を置き、どのように事業を展開していく
のかを再考しなくてはいけないわけです。

「メイドインジャパン」の再評価

　むしろ最近では「メイドインジャパン」が再
評価されているのは紹介したとおりです。日本
国内で日本流に従って作り上げたものを海外に
持って行くことで評価を得られるケースが再び
増えているのです。日本流の事業スタイルが世
界に通用するのであれば、自信を持って新たな
日本流を再構築していくことも可能です。
　こうして、日本型経営に新しい価値を見出し
て事業をどう再構築するかという点が、ブラン
ディング・テーマとなっているのです。
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提言4　日々、的確な指針を～企業理念の再編集

　コロナ禍で痛感するのは、経営者が企業理念
を 年サイクルで再編集し、それによって日々
的確な指針を発信することの必要性です。
　にもかかわらず、あまり情報発信に熱心でな
いトップがいることは、すでに指摘したとおり
です。社員に語りかけず、その理由を「現場に
任せているから」などと言い訳をするのです。
そうして、唐突に決定施策の結果だけ述べ、説
明不足のために社員からは理解されにくい原因
を経営者がつくっています。

ジャッジとディシジョンは違う

　しかし経営者は、方向（指針）だけを決めれ
ばいいのではなく、ジャッジして決断しなくて
はいけません。経営者の「ジャッジ」と「ディシ
ジョン」は違います。経営者の仕事は決断する
ことですが、ディシジョンとジャッジを混同し
てはいけません。ディシジョンは単なる決定だ
けですが、ジャッジとは「どう判断し、どう考
え、どう動かすか」です。
　特に、コロナ禍で社員は不安になっています。
コロナ対策でリモートワークに切り替えるな
ど、社内のコミュニケーションも減っています。
若手社員を中心に「会社が何を考えているの
か」と疑問を持つ人も増えているのです。
　中にはコロナの影響で、うつ病になるかも知
れない社員もいることでしょう。それらを思い
やって、トップの考えを公私にわたって日々発
信すべきです。
　毎日のように、あふれるように情報を社員に
伝えてもいいのです。トップから役員へ届く情
報が とすれば、現場には 届くかどうか、
分の くらいしか届きません。こんな時代は、

トップからの情報発信は多すぎるほうが良いか

もしれません。

情報発信の手段はさまざま

　繰り返しになりますが、事業のベースとなる
のは企業理念です。ところが企業理念というと、
年に 回、年度計画の発表会の時に、まるでお
経のように唱えるだけというトップもいます。
あるいは創業以来の経営理念を見直さずに、そ
のまま何十年にもわたって使い続けている会社
もあったりします。
　しかし時代は変化しています。最新の状況を
踏まえて、企業理念は常に再編集する必要があ
るのです。すぐ訂正していいのです。その企業
理念を全社に浸透させる方法がトップによる情
報発信と言えます。
　経営者は、自ら社員に語りかけるべきなので
す。もし語らないのであれば、その代わりに何
らかの方法で広報することに力を入れる必要が
あります。
　もちろん社員向けだけでなく、お客さま向け
に発信するのも当然、効果があります。製品や
技術をはじめとして、とにかく自社の情報を
オープンマインドで発信するのです。そのため
の手段はＩＴ・デジタルの時代を迎え、増えて
います。たとえば地元の商工会議所など、そう
した企業の発信や提案を行う受け皿（イベン
ト・研究会・講演）をリモートでもリアルでも
つくってくれています。
　また発信内容も、日々訂正されることがあっ
て構いません。朝令暮改でいいのです。結果と
して、発信力のあるトップが運営する会社は、
一様に社員の理解力が高いので元気です。
　次回は、8つの提言のポイント 5から 8につ
いて、説明します。


